Zur Rechtsfähigkeit vom AI - Will das AI denn sich Handschuhe kaufen?（1） by 岡本 裕樹 & Hiroki OKAMOTO














































































































































































































































































藤〕）、また、判例の立場でもある（最判昭和 27年 2月 15日民集 6巻 2号 77頁、最判昭和


































































































































































































































































43） 第一審は水戸地判平成 8年2月20日、控訴審は東京高判平成 8年4月23日（ともに判タ
957号194頁）。




















































47） 東京地判昭和 44年 3月 1日判時 560号 73頁、東京地判昭和 45年 7月 13日判時 615号 35
頁、東京地判平成 16年5月10日判時1889号65頁、名古屋高金沢支判平成 17年 5月 30日判




































51） 吉井・前掲注 50・250頁。椿久美子「ドイツのペット事情」法時73巻 4号（2001）17
頁以下も参照。
3　動物法人論
そうした中、こうしたヨーロッパ諸国（特にフランス）における議論を参考
として、動物を法人として取り扱い、動物への法人格付与に向けた議論の必要
性を主張する見解が、青木人志によって示されている 52）。その内容を要約する
と、次のようなものである。
まず、この見解の前提となっているのは、人・物二元論を基礎とする日本
の民法は「人」にしか権利主体性を認めておらず、かつ、人とは自然人か法人
でなければならない中で、ヒト（ホモ・サピエンス）ではない動物は自然人
と呼べない以上、動物が法律上の「人」たりうるのは、動物を「法人」にする
よりほかないとの認識である 53）。このように動物を法人と構成する際、末弘厳
太郎の見解 54）を援用し、法人は権利主体のないところに権利主体性を認めるた
めの技術であり、社団・財団に限定する必要はないため、原理的な障害はな
いとし、その当否は法人技術を用いる実用的な意味があるかにかかっていると
する 55）。この点、動物法人には自然人と同じ権利が全て付与されるわけではな
く、「動物の権利」として語られてきたものが主として個体動物の虐待防止を
内容とするものであったことを踏まえ、「不必要に殺されたり虐待されたりせ
ず天寿をまっとうする権利」に限定されるという 56）。ただし、こうした権利主
体性を動物に認めるとしても、権利侵害に際しては、現実に自身で裁判を起こ
すことのできない動物法人に代わって自然人や団体が訴訟提起する必要があ
論説（岡本）
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52） 青木・前掲注50・249頁以下、同『法と動物─一つの法学講義』（明石書店、2004）232
頁以下、同『日本の動物法』（東京大学出版会、2009）218頁以下。動物への法人格付与に
関するフランスにおける議論については、吉井・前掲注49・262頁以下、同・前掲注 50・
246頁以下も参照。
53） 青木・前掲注52『動物法』・218頁。
54） 末弘厳太郎「実在としての法人と技術としての法人」同『末弘著作集Ⅱ・民法雑記帳
上巻』（日本評論社、第 2版、1980）104頁以下〔初出、1941〕（青木が引用しているのは、
107頁以下）。
55） 青木・前掲注50・266頁以下、同・前掲注52『動物法』・219頁以下。
56） 青木・前掲注50・267頁、同・前掲注52『動物法』・219頁以下。
る 57）。青木は、ここに、日本法で動物法人を議論する限界に突き当たる。なぜ
なら、フランスやイギリスと異なり、日本では、動物保護団体に動物虐待関連
犯罪における私訴権や訴追権限が認められていないため、動物保護団体を動物
法人の機関としうる制度的基盤が存在しないだけでなく、動物保護団体にフラ
ンス・イギリスと同じ機能を期待できる社会的基盤も整っていないからであ
る 58）。そのため、動物法人は日本の現行法の解釈では認められず、立法論にと
どまるとする 59）。
こうした青木の動物法人論については、以下の検討の中で分析していくこと
とする。
（おかもと・ひろき　筑波大学ビジネスサイエンス系教授）
AI への法人格付与に関する私法上の覚書⑴
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57） 青木・前掲注52『動物法』・220頁。
58） 青木・前掲注 52『動物法』・224頁以下・248頁以下。青木は、これに加えて、フラン
ス法の議論をそのまま日本法上の解釈論として展開することを阻害する前提的相違とし
て、フランス民法理論は日本と違って法人法定主義を採用しておらず、法人に帰属させる
べき固有の利益があることと、その法人の集団的意思表示の機関があることの2つの条件
さえそろえば、法人格が広く認められていることを挙げる（青木・前掲注 52『動物法』・
224頁）。この点については、次の 2つのことを指摘しておきたい。まず、日本では、民法
に基づく法人の設立が事実上限定的にしか許可されてこなかった時期に、「権利能力なき
社団」論が展開され、社団としての実質がある限りそれに対応して法人と同様に取扱うこ
とが、判例・通説として広く認められてきた。また、一般法人法が制定された現在、法人
法定主義が法人設立を妨げているという事情は、広範に解消されている。なお、フランス
におけるアソシアシオンへの能力付与については、大村敦志「「結社の自由」の民法学的
再検討・序説」NBL767号（2003）60頁以下を参照。
59） 青木・前掲注50・265頁以下、同・前掲注52『動物法』・218頁以下。
